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選挙景気循環の計量分析：日本の事例 

 

井上 晶人1 

 

 

1． はじめに 

 本稿の目的は，選挙景気循環の理論が日本において成立しているか否かを検証す

ることである．井上(2002a)では，オイルショック以降について考察している．しか

し，期間がオイルショック以降と相対的に短く，かつ変数については名目値を扱っ

ている．したがって本稿では，それらを克服すべく期間を長く，変数は物価を考慮

した実質値を用いることとした． 

ところで，選挙景気循環の理論とは，選挙の実施と時期が景気やマクロ経済政策

に影響を与えているというものである．公共投資政策をはじめとするマクロ経済政

策を行う主体が政府であり，それは選挙という政治的に大きなイベントにおいて，

政権維持という観点から非常に敏感な存在でもあるため，このような選挙という政

治的な影響を考慮した研究の必要性は極めて大きい．したがって，選挙に勝つため

に選挙の時期に景気が浮揚するようにマクロ経済政策を運営し，それが政権党への

得票に繋がるのであれば，政府にとっては望ましいことであろうし，そうすること

が合理的でもあろう．つまり選挙の存在，その時期の決定が政府の経済政策運営に

大きな影響を与えることが考えられる．こうして，本稿は選挙景気循環論の仮説に

基づく分析を行うものである．  

 

2． 選挙景気循環 

選挙景気循環は，Nordhaus(1975)が提唱したものであり2，彼はそれについて下記

のような仮説を立てている3． 

Ⅰ 政府(政権党)は，選挙で勝つことと政権の維持に関心がある． 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
1 山口大学大学院東アジア研究科後期博士課程．E-mail： b1215@yamaguchi-u.ac.jp  
2 その後，Hibbs(1977)が「党派的景気循環」を提唱した．これはイデオロギーの異

なる二大政党の政権交代により景気が循環するという理論である．例えば保守政党

は緊縮的経済運営を行い，リベラル政党は拡張的経済運営を行うことにより，それ

らの政権交代による景気の循環・変動が起こるというものである．これと「選挙景

気循環」をあわせて「政治的景気循環」という．本稿では，日本においてこの種の

二大政党が存在しないという理由から「党派的景気循環」の計量分析を省略する．  
3 Alesina-Cohen-Roubini(1991)，Cargill-Hutchison-Ito(1997)をもとに作成．  
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Ⅱ 政府(政権党)は総需要コントロールによりフィリップス曲線，つまりトレー

ドオフ関係にあるであろう失業率とインフレ率を操作しうまく利用すること

ができる．また，有効需要を増加させるような政策手段を選ぶことが出来る． 

Ⅲ 有権者は合理的ではない．なぜなら，近視眼的であり経済政策への評価も過

去の業績に基づくからである．また，その評価も高成長率，低インフレ率，

低失業率に対して高く評価する． 

Ⅳ 選挙時期は事前に決まっており固定的である． 

  

これらのことから，有権者は景気のよいとき，つまり経済が上昇局面にあるときや

失業率が低いときは政権党を支持するが，景気の悪いときは支持しないということ

が導かれる．したがって，政府(政権党)は選挙の時期に景気が良ければ政権を維持

できるため，選挙前に景気を浮揚させるようにマクロ経済政策を用いて，選挙時に

景気がよい状態になるようコントロールするというものである4． 

ところで，Nordhaus の仮説では選挙時期が初めから決まっていることを前提にし

ていた．しかし，日本の衆議院においては，任期は 4 年であるが解散がある．つま

り，首相が解散権を持っていることから，政権党に都合のよいときに解散すること

も可能である．都合のよいときとは景気のよいときであろう．したがって，政府は

選挙前に拡張的マクロ経済政策を行わずとも，景気のよいときに解散を行えばよい

ということにもなる．Ito-Park(1988)，Ito(1990)では自民党は衆議院議員選挙にお

いて，景気のよいときに選挙を実施していると指摘する．これを Ito は「日和見仮

説」と呼んでいる．また，Nordhaus のモデル，つまり選挙時期がはじめから決まっ

ている事を前提としたような政策運営による選挙景気循環が，解散の可能な場合で

も見られる．そのことを Ito は「政策操作仮説」と呼んでいる． 

選挙景気循環の先行研究としては他に以下のものがある．政治家および有権者が

合理的に行動するということを前提に，一般均衡論の枠組みで選挙景気循環をモデ

ル化した Rogoff-Sibert(1988)，Rogoff(1990)；欧米諸国や日本を含む OECD 加盟国

を 例 に ， 選 挙 前 に 景 気 は 必 ず し も 良 く な っ て い な い 国 が あ る こ と を 指 摘 し た

Alesina-Cohen-Roubini(1991) ； イ ギ リ ス を 例 に 可 処 分 所 得 と 失 業 率 に つ い て

Nordhaus 的な選挙景気循環が見られるとする結論を導いた富崎(1993)などがある．

日本のケースを考察したものとして，日本の政治システムの特徴から，マクロ経済

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
4 このモデルでは，拡張的政策を行えば景気が浮揚するという，ケインズ的政策

(IS-LM モデル)を前提としている．  
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のパフォーマンスがよいときに衆議院を解散するという日和見主義的行動が見られ

ることを指摘する猪口(1983)；財政政策を取り上げ選挙前に拡張的な財政政策運営

が行われていたことを指摘する西澤・河野(1990)；衆議院議員選挙において Nordhaus

的な選挙景気循環が見られるとする結論を導いた Cargill-Hutchison(1991)；先行研

究などとも対比し，自民党優位下でもマクロ経済のパフォーマンスが選挙の影響を

受けていることなどを指摘する Cargill-Hutchison-Ito(1997)；衆議院議員選挙にお

いて，オイルショック前の期間で選挙に向けて金融政策を行っていたこと，参議院

議員選挙において，オイルショック前の期間で選挙に向けて金融政策を行い，オイ

ルショック後の期間では財政政策が行われていたことを指摘する土居(1998)などが

ある．  

これらの先行研究では，全体として扱っている期間が古くなっている場合も多く，

最近までのデータを用いて再考する必要がある．そしてあくまでも日本のような，

議会の解散があるような国については扱っていないものもあり，また日本を扱って

いるものでも本稿のように時系列モデルの一種類である VAR モデル(本稿では LA-VAR

モデル)を用いて考察したものはなかった．本稿は，特に参議院選挙においてのマク

ロ経済政策により景気が浮揚したか否か，つまりマクロ経済政策が拡張的に行われ

た場合に景気浮揚するか否か，それも選挙という政治的な要因でそれが起こるか否

かの検証を目的にしている．このため他のモデル，例えば AR モデルなどを用いるよ

りも，本稿の目的により適していることから，ここではその方法で選挙景気循環の

理論が日本で成立するか否かを考察する． 

 

3． 実証分析 

分析にあたって，経済データに関しては四半期データを用い，期間は 1956 年第 3

四半期から 2000 年第 2 四半期までとした．用いる経済変数は表 1 の通りである．GC・

GI は財政政策変数，CALL は金融政策変数である5．季節調整に関しては，季節調整済

のものが出典に掲載されているものはそのまま用いたが，出典にそれが掲載されて

いないものは，原数値を Census X-126を用いて季節調整を行った．以上の変数をそ 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
5 金融政策変数に関しては，マネーサプライも考えられるが，1998 年 4 月より，従

来の指標に外国銀行在日支店等を含む指標の発表を開始したことにより，データの

連続性がないことから，本稿では扱わないこととする．  
6 アメリカ合衆国商務省センサス局開発の移動平均型季節調整法に基づいた季節調

整法．詳細は，国友(1997)，Bureau of the Census (2000)を参照．  
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変数 内容 単位 出典

GDP 実質GDP成長率(90年実質ベース) % 国民経済計算年報，人口推計月報

CPI 消費者物価指数(90年価格) 対前期比増加分，％ 総務省「物価統計月報」

GC 実質政府最終消費支出(90年実質ベース) 円，自然対数変換 経済企画庁「国民経済計算年報」

GI 実質公的総固定資本形成(90年実質ベース) 円，自然対数変換 経済企画庁「国民経済計算年報」

CALL コールレート（有担保翌日物平均） ％ 日本銀行 「金融経済統計月報」

表1　変数

 

 

れぞれ，マクロ経済政策変数(以下政策変数)と経済変数に分類する．前者は経済政

策という政府の意図で行うことが出来うる変数であり，後者は政府の意図では直接

はコントロール出来ないであろう変数，ないしは経済政策の結果あらわれる変数で

ある．本稿の場合，前者は財政政策変数と金融政策変数であり，後者は GDP と CPI

である． 

これらの単位根検定結果は表 2 の通りである7．本稿では ADF 検定，Philips-Perron

検定，そして KPSS 検定を行った結果8，全て I(1)で定常という結果を得た． 

 

3.1 ノードハウス仮説の検証  

まず日本において上記ⅠからⅣの Nordhaus 仮説を支持するか否かを検証する．Ⅰ

については，政権党が選挙で負けるということは政権を維持できず，既得権益の放

棄，政権党自身の政策実現が叶わないこととなる．また，そもそも選挙の勝利に関

心がなければ，Ⅱのようにマクロ的コントロールの動機付けが無いだろう．したが

って，日本においてもこの状況は変わらないものと思われる9．Ⅱについては，日本

においては失業率とインフレ率はトレードオフ関係にない可能性があるが10，総需要

政策によるコストであるインフレ率に対しての生産増大というベネフィットと失業 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
7 まずレベルでトレンド付きのテストを行い，そのトレンド項が P 値 5%有意を満た

していたら，それはトレンド有りと見なす．それで，I(0)という結果が出れば，そ

れを採用し，出なければまたは出てもトレンド項が P 値 5％有意でなければ，トレ

ンド項なしのテストを行う．それで，I(0)という結果が出れば，それを採用し，で

なければ一階の階差でトレンド項付きのものを行う．トレンド項が P 値 5%有意を満

たしていたら，それはトレンド有りと見なす．それで，I(1)という結果が出れば，

それを採用し，出なければまたは出てもトレンド項が P 値 5％有意でなければ，ト

レンド項のない一階の階差のテストを行う．その後はこれの繰り返しである．  
8 ADF 検定と Philips-Perron 検定の帰無仮説は「単位根を持つ」，KPSS 検定のそれ

は「定常である＝単位根を持たない」である．  
9 Cargill-Hutchison-Ito(1997)では，長期自民党政権の存在により選挙景気循環の

モデルを否定するのは誤りであると指摘している．  
10 相関係数は約-0.48．  
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表2　単位根検定

t値 ラグ 有意 t値 ラグ 有意 LM統計量 ラグ 有意 t値 ラグ 有意 t値 ラグ 有意 LM統計量 ラグ 有意

GDP I(1) -5.123 (13) ***

CPI I(1) -2.553 (5) -8.241 (4) *** 0.274 (81)

GC -3.702 (1) *** -4.122 (10) ***

GI -3.432 (8) ** -4.207 (11) ***

CALL I(1) -5.487 (13) *** 0.062 (6)

t値 ラグ 有意 t値 ラグ 有意 LM統計量 ラグ 有意 t値 ラグ 有意 t値 ラグ 有意 LM統計量 ラグ 有意

GDP -3.459 (13) ** -3.180 (1) * 0.083 (9) -5.114 (13) ***

CPI -3.144 (5) -7.655 (6) *** 0.223 (9) *** -6.484 (8) *** 0.218 (85) ***

GC I(1) 0.180 (1) 0.655 (11) 0.413 (10) *** 0.103 (12)

GI I(1) -2.170 (8) -2.005 (10) 0.369 (10) *** 0.118 (9)

CALL -2.449 (11) -3.476 (6) ** 0.191 (9) ** -5.590 (13) *** 0.019 (6) **

表中の数字はADF，PP test はｔ値を，KPSS testはLM統計量を示している．

表中の括弧内の数字はラグの次数を表し，ADF testはAICを最小にするラグで決定し，PP testとKPSS testはNewey-Westの次数で決定した．

　*** P値1%有意  ** P値5%有意  * P値10%有意．

各統計量の臨界値は，ADF testとPP test はMacKinnon(1994)を，KPSS testはKwiatkoski(1992)を用いた．

I(0)　　期間：1956:3 2000:2

I(0)　　期間：1956:3 2000:2

I(1)　　期間：1956:4 2000:2

I(1)　　期間：1956:4 2000:2

ADF  検定 Philips-Perron 検定 KPSS 検定 ADF 検定 Philips-Perron 検定 KPSS 検定

Philips-Perron 検定 KPSS 検定
変数 結果

ADF  検定 Philips-Perron 検定 KPSS 検定 ADF 検定

変数 結果

トレンド項無

トレンド項有

 

率との関係はトレードオフ関係の可能性は否定できない為11，仮説が否定できない．

Ⅲについては，有権者は合理的か否かを検証し，同時に選挙時に景気が良いか否か

も検証する．Cargill, T. and Hutchison,M.M. (1988)では，自民党の選挙結果と景

気の関係について検証し，GDP 成長率が高く，物価上昇率が低い場合に自民党の議席

が増加することを明らかにした．また Ito(1990)では，自民党議席率を被説明変数と

し，有権者が経済に対しどれくらいの過去まで記憶しているか，つまり合理的か非

合理的(近視眼的)かの検証をし，GDP 成長率に対しては約 2 年，物価上昇率に対して

は約 3 年経つと忘れることを明らかにし，有権者は非合理的であるという結論を導

いている．いずれの場合もサンプル数が少ないこと，また衆議院選挙と参議院選挙

とを同時に計測している．したがって，本稿では衆議院選挙と参議院選挙を分けて

計測し，VAR モデルを用い，その計量とインパルス反応を見ることでそれらを克服す

る．本稿では以降，VAR モデルについては LA-VAR モデルを用いることとする．LA-VAR

モ デ ル と は ， Toda- Yamamoto(1995) の VAR モ デ ル (Lag Augmented vector 

autoregressive model)であり12，変数に単位根があっても，そして変数間に共和分

関係があっても，真のラグ13に dmax という拡張ラグ14を加えることにより，レベルの変

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
11 相関係数は約-0.69．  
12 Toda, Hiro Y. and Yamamoto,T.(1995)参照．  
13 レベルの変数を用いて通常の VAR モデル(誘導型 VAR モデル)を組み，同定する．

本稿では，伊藤・南波 (1998)，今井・浅子(2001)にしたがい，AIC が最小のラグを

選択した．  



 

 6

数で通常の VAR モデルの如く計量できるというものである．モデルは下記の通りで

ある． 

 

ELXjPassXinritsuhOilgDoujitsuftetdXJicXJicGDPbGDPba tttttttttGDP 1111111111
2

111181811181811111 Reminmin +++++++++++++= −−−− KK

ELXjPassXinritsuhOilgDoujitsuftetdXJicXJicGDPbGDPba tttttttttXJi 2121212121
2

212182812182812121 Reminminmin +++++++++++++= −−−− KK  －① 

 

ELXjPassXinritsuhOilgDoujitsuftetdXJicXJicCPIbCPIba tttttttttCPI 3131313131
2

313153513153513131 Reminmin +++++++++++++= −−−− KK   

ELXjPassXinritsuhOilgDoujitsuftetdXJicXJicCPIbCPIba tttttttttXJi 4141414141
2

414154514154514141 Reminminmin +++++++++++++= −−−− KK  －② 

 

JiminX：自民党の選挙実施後の議席シェア15(X=R：衆議院，X=C：参議院) 

Doujitsu：衆参同日選挙ダミー16 

Oil：オイルショックダミー(1973 年第 3 四半期までを 0，それ以降を 1) 

Renritsu：連立政権ダミー(1993 年第 2 四半期までを 0，それ以降を 1) 

Pass：経過ダミー17(選挙から次のそれまでを数値化．X=R：衆議院，X=C：参議院) 

ELX：選挙ダミー(選挙四半期を 1，それ以外を 0．X=R：衆議院，X=C：参議院) 

  

これらは，2 変量のレベルの VAR モデルを組み同定し18，その後，拡張ラグを加えた

ものである．真のラグは選挙の種類にかかわらずそれぞれ①式，②式それぞれ 7 と

4 であるので19，それぞれに拡張ラグ 1 を加え20，衆参同日選挙ダミーとオイルショ

                                                                                                                           
14 通常，変数は 2 回の階差をとれば定常になるために， dmax =2 とするケースが多い

が，本稿では全変数が一階の階差を取れば定常になるので以降， dmax =1 とする．  
15 選挙後に行われた追加公認などを含まない獲得議席を全議席で割り計算．また，

四半期ベースとする為，線形補間を行った．  
16 Ito(1990)にしたがってものである．両院の選挙が同時期に行われると，「受け身

の現状維持派が投票に出掛ける確率が高まる為に自民党に有利にはたらく」と主張

する．実際，双方の選挙が同日に行われた 2 回とも，自民党は議席を伸ばしている．  
17 前の衆議院選挙との間隔が開くほど，つまり任期満了の 4 年に近づくほど，選挙

のタイミングを見計らっているうちに，景気が良くても悪くても選挙せざるを得な

くなるため，政権党が有利な状況で選挙が出来にくくなる可能性があるため．土居

(1998)参照．本稿では，参議院選挙についても同様のダミーを設けた．  
18 その選択基準は，伊藤・南波 (1998)，今井・浅子(2001)にしたがい，AIC が最小

のラグを選択した．  
19 真のラグ検出の際には，数式中の全ダミーをすべて 0 として計算している．以降，

その検出の際には同様に計算する．  
20 全ての変数において，単位根検定において I(1)という結果が得られた為．  
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ックダミー，連立政権ダミー21と経過ダミー，そして選挙時の景気の良し悪しを判

断する為の選挙ダミーを加えたものである．まず，有権者は合理的であるか否かの

判断については，それぞれのインパルス反応で判断する．もし，それが一定的であ

れば，有権者は合理的であると判断し，そうでなければ近視眼的であると判断する．

結果は図 1 の通りである．全てにおいて一定的ではなく変動していることがわかる．

したがって，有権者は非合理的であるといえる． 

 

図 1                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ れ ぞ れ ， GDP →  Jimin， CPI →  Jimin． 最 大 12 期 前  

 

次に，選挙時の景気の良し悪しの判断について，その判断は， j11 がパラメータ＋

で P 値 10%有意， j31 は－で P 値 10%有意で「GDP 成長率が上がった」，「物価が下がっ

た」ものとする．結果は表 3 の通りである．これによると，GDP 成長率については

衆議院選挙では 10%有意水準，参議院選挙では 1%有意水準であるが，CPI について

は両院共に有意ではなかった．したがって，選挙時期には GDP 成長率が高いという

ことが言えそうである．一方， j21 と j41 は，選挙時に自民党が議席を伸ばしたか否か

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
21 オイルショックダミーはオイルショックの前後を分ける為のもの，連立政権ダミ

ーは自民党単独政権とその後の連立政権を分ける為のものである．それぞれを経済

の構造変化と政治の構造変化と位置づけた．  
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を判断するものである．表 3 を見る限り，t 値が極めて低い．したがって，選挙時

期に自民党が議席を必ずしも増やさなかったということがいえそうである．以上よ

り，(1)有権者は合理的ではないこと，(2)選挙時期に GDP 成長率が高いこと，しか

し(3)それが自民党の議席増大には必ずしも繋がっていないこと，が明かとなった．

Ⅳについては，参議院選挙については，その選挙時期が 6 月ないしは 7 月頃と固定

されているが，衆議院選挙は固定されていない．したがって，衆議院選挙について

は，Ito(1990)の政策操作仮説を支持するのか，日和見仮説を支持するのかを検証

する必要がある． 

 

表3　景気と自民党の議席の計量結果 被説明変数：GDP，CPI以下，説明変数：Doujitsu以下

GDP JiminR CPI JiminR GDP JiminC CPI JiminC

-0.4948 0.8030 0.2467 0.8913 -0.2014 0.4414 0.6073 0.3936

[-1.11399] [ 2.15362] ** [ 0.28303] [ 2.57971] ** [-0.57304] [ 1.09194] [ 0.85011] [ 1.01260]

-0.6250 -0.0687 0.0175 0.1493 -0.6485 0.0002 -0.0064 0.1663

[-2.52860] ** [-0.33091] [ 0.04432] [ 0.95607] [-2.75929] *** [ 0.00065] [-0.01912] [ 0.90589]

-0.3088 -0.0307 0.5694 0.2302 -0.5161 0.0582 0.8249 0.2163

[-1.16023] [-0.13734] [ 1.07359] [ 1.09498] [-2.45297] ** [ 0.24026] [ 1.87695] * [ 0.90451]

0.0165 -0.0133 -0.0315 -0.0105 -0.0462 -0.0007 0.0375 -0.0049

[ 1.44831] [-1.39349] [-1.44484] [-1.21875] [-3.32492] *** [-0.04489] [ 1.55177] [-0.37439]

0.2857 0.0142 0.0438 -0.0217 0.5854 -0.0633 -0.5045 -0.0403

[ 1.77640] * [ 0.10539] [ 0.14330] [-0.17906] [ 3.63150] *** [-0.34148] [-1.60859] [-0.23620]

 R-squared 0.9884 0.9957 0.5341 0.9959  R-squared 0.9891 0.9954 0.5572 0.9955

　*** P値1%有意  ** P値5%有意  * P値10%有意

[   ]内はt値，その上段はパラメータ．選挙ダミーで有意の出なかったものについては掲載を省略．自己回帰項およびトレンド項は掲載を省略．

推定期間は，GDPが1958:3－2000:2（調整済）でサンプル数は168，CPIが1957:4－2000:2（調整済）でサンプル数は171．

ELR

PassR

Doujitsu

Oil

Renritsu

ELC

PassC

Doujitsu

Oil

Renritsu

＜衆議院＞ ＜参議院＞

CPIGDP GDP CPI

 

 

3.2 政策操作仮説か日和見仮説か？ 

Nordhaus 仮説のように，日本の衆議院においては，選挙時期が固定されていない．

したがって，Ito(1990)の指摘する政策操作仮説か日和見仮説かを検証する必要があ

る．検証方法は Ito(1990)，土居(1998)のプロビットモデルを用いた方法にしたが

う． まず，下記のようなプロビットモデル式を構築する． 

 

　－③)()1(Pr 51515151 ELCdPassRcGDPba tttELRob +++Φ==  

 

③式は説明変数に GDP を含んだものである．表 3 のように CPI に関しては選挙時に

それが下がっていることが統計的に確認できない為，GDP のみを含んだものとなっ
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ている．結果は表 4 である．この結果によると，GDP 成長率，前衆議院選挙からの

経過，参議院選挙の時期が衆議院選挙実施時期の選択に影響を与えていることがわ 

 

表4　プロビット分析結果-1

被説明変数：ELR

期間: 1956:3 2000:2

標本数：176

変数 係数 t値 P値

定数項 -5.0337 -3.3832 0.0007

GDP 0.0878 1.7345 0.0828

PassR 0.3156 2.7272 0.0064

ELC 1.1969 2.6585 0.0079
 

 

かった22．つぎに下記のようなモデルを構築する． 

 

　－④　)()1(Pr 61616161616161 _Re_Re__ ELCgPassRfCPIseGDPsdCPIFitcGDPFitba ttttttELRob ++++++Φ==  

 

式中の Fit_GDP，Res_GDP は 

 

1)()()()()()()()( 167617167617167617167617171)( RESCALLeCALLeGIdGIdGCcGCcGDPbGDPba ttttttttt DDDDDDDDGDPD −−−−−−−−− +++++++++++++= KKKK

－⑤ 

Fit_CPI，Res_CPI は 

 

2)()()()()()()()( 138318138318138318138318181)( RESCALLeCALLeGIdGIdGCcGCcCPIbCPIba ttttttttt DDDDDDDDCPID −−−−−−−−− +++++++++++++= KKKK  

－⑥ 

 

のそれぞれを推定したときの推定値と残差である23．推定値は，経済政策変数でそ

れぞれ GDP と CPI を説明できる部分を示し，残差はそれが出来ない部分を示す．⑤

式，⑥式ともに，変数が一階の階差で定常になること，そして共和分関係が見られ

たことから24，誤差修正モデル(ECM)を用いることとした．したがって，各式の 1 1RES t−

と 2 1RES t− はそれぞれ 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
22 ロジットモデルでも同様の結果が得られた．  
23 これらの単位根の有無については，全て I(0)であった．  
24 ⑤式，⑥式ともども，レベルの変数で CRDW 検定とヨハンセン検定を行った結果，
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　－⑦CALLdcba GIGCGDP 91919191 +++=   

　－⑧CALLdcba GIGCCPI 92929292 +++=   

 

より残差求め，それを誤差修正項とした．そして，⑤式，⑥式ともに次数について

は AIC が最小になるものを選択した結果，それぞれ 6 次と 3 次であった． 

 ④式推計の結果は表 5 の通りである．ここで，政策操作仮説では 06161 == cb という

帰無仮説を，日和見仮説では 06161 == ed という帰無仮説を立て，Wald 検定を行う．結

果は表 6 の通りである．日和見仮説の帰無仮説が P 値 10%有意で棄却された為，本

稿では衆議院選挙においては，政権党は景気の良い時期，つまり GDP 成長率の高い

ときに解散をするという，日和見仮説を支持するという結論が導かれる． 

 

表5　プロビット分析結果-2 表6　Wald検定

被説明変数：ELR 政策操作仮説

期間: 1958:2 2000:2 Wald統計量 4.3238

標本数：169 P値 0.1151

変数 係数 t値 P値

定数項 -4.7586 -5.1585 2.49E-07 日和見仮説

FIT_GDP -0.4556 -1.5699 0.1164 Wald統計量 5.2953

FIT_CPI 0.5147 1.8307 0.0671 P値 0.0708

RES_GDP 0.6905 1.6123 0.1069

RES_CPI -0.3378 -1.3675 0.1715

PassR 0.3312 3.8982 0.0001

ELC 0.4603 0.8164 0.4142
 

 

3.3 参議院選挙と政策操作，景気 

 3.2 で衆議院選挙については，景気の良いとき解散をしていることが明かとな 

った．一方で参議院選挙については選挙時期がほぼ固定されているため，政権党は 

その時期に景気を良くして選挙の勝利を図るインセンティブを持つ．したがって， 

その為にマクロ経済政策を用いて景気を良くすることが考えられる．ここでは，実

際に選挙の何期前から景気拡張的マクロ経済政策を用いて選挙の時期に景気を上

げているかを計量する．GC・GI・CALL のそれぞれと GDP の 3 組の組み合わせ下記の

ようにモデル式をたてる． 

 

 

                                                                                                                           
共和分有りという結果が得られた．  
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αELuELCtPassCsnritsurOilqDoujitsuptotnGCmGCmGDPlGDPlkGDP tttttttttt 111111111111
2

111181811181811111 Re ++++++++++++++= −−−− KK   

αELuELCtPassCsnritsurOilqDoujitsuptotnGCmGCmGDPlGDPlkGC tttttttttt 212121212121
2

212182812182812121 Re ++++++++++++++= −−−− KK   －⑨ 

 

αELuELCtPassCsnritsurOilqDoujitsuptotnGImGImGDPlGDPlkGDP tttttttttt 313131313131
2

313193913193913131 Re ++++++++++++++= −−−− KK   

αELuELCtPassCsnritsurOilqDoujitsuptotnGImGImGDPlGDPlkGI tttttttttt 414141414141
2

414194914194914141 Re ++++++++++++++= −−−− KK   －⑩ 

 

αELuELCtPassCsnritsurOilqDoujitsuptotnCALLmCALLmGDPlGDPlkGDP tttttttttt 515151515151
2

515185815185815151 Re ++++++++++++++= −−−− KK   

αELuELCtPassCsnritsurOilqDoujitsuptotnCALLmCALLmGDPlGDPlkCALL tttttttttt 616161616161
2

616186816186816161 Re ++++++++++++++= −−−− KK   －⑪ 

 

αEL ：選挙前ダミー(1≦α≦12，αは整数) 

 

これらは①式，②式同様 ，2 変量のレベルの VAR モデルを組み同定(真のラグの選

択)し，その後，拡張ラグを加えたものである．真のラグはそれぞれ⑨式，⑩式，

⑪式それぞれ 7，8，7 であったが，それにそれぞれ拡張ラグ 1 を加え，衆参同日選

挙ダミーとオイルショックダミー，連立政権ダミーと経過ダミー，そして選挙時の

景気の良し悪しを判断する為の選挙ダミーと，選挙前ダミー加えたものである． 

 ここでそれぞれの式が，経済的に意味を持つものか否かを「Granger の意味での

因果関係」より明らかにする25．結果は図 2 の通りである．GDP と GC の組み合わせ 

 

図 2           数値は P 値  

 

 

以外について P 値 10%有意であった．次に，拡張的経済政策が景気を押し上げてい

るか否かをインパルス反応で判断することとする26．結果は図 3 の通りである．GDP

と GI の組み合わせで 7 期前から，GDP と CALL 双方の組み合わせで 4 期前からその

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
25 この結果は，モデル中の全ダミー変数を 0 としたものである．  
26 このインパルス反応の結果は，モデル中の全ダミー変数を 0 としたものである． 

GC GI CALL 

GDP 

0.0682 0.0819 
0.9673 
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傾向がみられる．したがって，この二つの組み合わせに関しては経済的に関連のあ

るものと言えそうである．次に，選挙の何期前から景気拡張的マクロ経済政策を用 

いて選挙の時期に景気を上げているかを選挙ダミーと選挙前ダミーの双方を用い

て計量する．選挙前ダミーとは，GI と CALL のマクロ経済政策が選挙の何期前から

実施されているかを見る為のものであり，α=1 は選挙四半期とその 1 四半期前を 1

とするダミー，α=2 は選挙四半期から 2 四半期前までを 1 とするダミー，α=12 は

選挙四半期から 12 四半期前までを 1 とするダミーである．ここで，「選挙のα期 

前から景気拡張的マクロ経済政策を用いて選挙の時期に景気を良くしている」を証

明する条件は次の通りである． 

 

 

図 3 

 

 

 

 

 

 

 

最 大 12 期 前 

 

t31 と u41 が同時に＋で P 値 10%有意を満たす 

 → GI が選挙のα期前より増え，選挙時に景気が良くなった． 

t51 が＋， u61 が－で P 値 10%有意を満たす 

→ CALL が選挙のα期前より下がり，選挙時に景気が良くなった． 

 

結果は表 7 の通りである．これによると GI と GDP の関係では，選挙前に GI を増や 

したことが統計的には検出されなかった．一方，CALL と GDP の関係ではα＝3 の時

t51 が＋で P 値 1%有意，そして u61 が－で同 1%有意，α＝4 の時 t51 が＋で P 値 1%有意， 

そして u61 が－で同 5%有意と言う結果が得られた．したがって，CALL が選挙の 4 期 

前より下落し，選挙時に景気が良くなったということがいえる．この 4 期前という

のは，図 3 の結果とも一致する．したがって，CALL が GDP を増やしたことは，経済 
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的な意味はおろか，選挙という政治的な意味もあるといえる． 

 

表7　　コールレートと景気の計量結果 被説明変数：GDP以下，説明変数：Doujitsu以下

GDP CALL GDP CALL

-0.0843 -0.1605 -0.0962 -0.1877

[-0.23835] [-0.95100] [-0.27292] [-1.10393]

-0.3908 0.2142 -0.4147 0.1812

[-1.51188] [ 1.73623] * [-1.60520] [ 1.45336]

-0.4445 -0.2150 -0.4391 -0.1988

[-2.03774] ** [-2.06521] ** [-2.02216] ** [-1.89693] *

-0.0347 0.0326 -0.0293 0.0303

[-1.65218] [ 3.25899] *** [-1.31718] [ 2.82805] ***

0.6051 -0.0873 0.5860 -0.1050

[ 3.67873] *** [-1.11270] [ 3.53018] *** [-1.31106]

-0.1022 -0.1900 -0.1430 -0.1589

[-0.71655] [-2.79341] *** [-0.96311] [-2.21804] **

 R-squared 0.9893 0.9958  R-squared 0.9893 0.9957

　*** P値1%有意  ** P値5%有意  * P値10%有意

[   ]内はt値，その上段はパラメータ．条件を満たさないものについては掲載を省略．自己回帰項および

トレンド項は掲載を省略．推定期間は，1958:3－2000:2（調整済）でサンプル数は168．

α＝3 α＝4

Doujitsu Doujitsu

Oil Oil

Renritsu Renritsu

PassC PassC

EL3 EL3

ELC ELC

 

 

4． 結論 

 本稿では，日本における選挙循環の計量分析を行ってきた．計量分析の結果，以

下のことが明らかになった． 

 

(1) 景気実施時期には GDP 成長率が高い，つまり景気が良い． 

(2) 有権者は非合理的である． 

(3) 選挙実施時期に景気が良くても，自民党の議席増大をもたらさない． 

(4) 政権党は衆議院を景気の良いときに解散し，選挙実施時期をコントロールして

いる（日和見仮説を支持）． 

(5) はじめから実施時期が固定されている参議院選挙に向けて，政権党は選挙の 1

年前よりコールレートを下げることにより，景気を良くした． 

 

今回はあくまでも国内のマクロ経済を考慮したものであった．しかし日本経済は

特にグローバル化が深化している昨今は世界経済，とりわけ結びつきが強いアメリ

カ経済を考慮したモデル構築の必要性がある．したがって，今後はこの点を考慮に

入れた研究を進める． 
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